
（記載例） 

 

様式第５号 

 

 

令和８年７月７日 

 

 

  三川町長  殿 

 

 

 住 所 三川町大字横山字西田８５ 

申請者 氏 名 農政 太郎 

 

 

令和８年度三川町瑞穂の郷づくり事業実績報告書 

 

 

 令和８年０月００日付け三産第０００号1をもって令和８年度三川町瑞穂の郷づくり事業費

補助金の交付の決定通知があった事業について、同補助金交付要綱第７条の規定により、その

実績の関係書類を添付して報告します。 

 

 
1 交付決定の日と交付決定番号を記載する 



（記載例） 

様式第６号 

 

事業実施状況報告書 

 

 

（１）事業計画目標に対する達成状況 

導入した機械により、生産効率が向上し、作業時間の短縮につながった。さらに、作物の品

質も改善され、付加価値額も向上した。2 

（２）事業実施の経過報告 

 

活動日時等 活 動 内 容 摘 要 

令和８年４月１日 

 

令和８年４月２７日 

 

令和８年５月１日 

 

令和８年７月３日 

 

令和８年７月６日 

3 

補助金交付申請 

 

補助金交付決定 

 

機械発注 

 

機械納品 

 

代金支払い 

 

 ※本人が納品された対象機械を確認したことを示す写真を貼付すること。  

 
2 導入した機械によって期待される効果などを記載する 
3 補助金の交付申請から代金支払いまでの日付を記載する 



（記載例） 

様式第３号 

収 支 精 算 書 

 

１ 収入の部 

                                   （単位：円） 

区   分 予 算 額 精 算 額 比較増減 

町補助金 500,000 500,000 0 

自己負担額 1,425,000 1,425,000 0 

    

    

計 1,925,000 1,925,000 0 

 

２ 支出の部 

                                   （単位：円） 

区   分 予 算 額 精 算 額 比較増減 

 

【対象経費】 

自動操舵システム 

 

【対象外経費】 

消費税（10％） 

 

 

 

1,750,000 

 

 

175,000 

 

 

1,750,000 

 

 

175,000 

 

 

0 

 

 

0 

計 1,925,000 1,925,000 0 

○収支精算書の提出の場合は、次の書類を添付すること 

 ・事業に係る契約書及び支払を証する書類の写し 

 ・事業の実施状況を証する写真 

 



（記載例） 

様式第８号 
 

財  産  管  理  台  帳 
 
 補助事業者名 農政 太郎 
 
 

 
事業実施年

度 

 

令和８年度  

 
事業名 

 

三川町瑞穂の郷づくり事業 

 
事業の内容 

 
事業実施期間 

 
経費の配分 

 
処分制限期間 

 
処分の状況 

 
 

 
摘 要 

 
 

 
 
施設・機械名 
 

 
 
型式等 

 

 
 
設置場所 

 

 
着 手 

 
年月日 

 
完 了 

 
年月日 

 
 

事業費 
 

 
負担区分 

 
 
耐用年数 
 

 
処分制限 
 
年月日 

 
承 認 

     
年月日 

 
処分の 

 
内 容 

 
補助金 

 
融資額 

 
その他 

 
自動操舵
システム 

 
ABCDE 

 
三川町大
字横山字
西田８５ 

 
R8.5.1 

 
R8.7.3 

 
1,925,000円 

 
500,000円 

 
1,400,000円 

 
25,000円 

 
7年 

 
R15.7.3 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（注）１ 処分制限年月日欄は、処分制限の終期を記入すること。 
   ２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付、担保提供等別に記入すること。 
   ３ 備考欄には、譲渡先、貸付先、抵当権の設定権者の名称又は補助金の返還額を記入すること。 
   ４ この様式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の様式をもって代えることができる。 
   ５ 本台帳は、処分制限期間（処分した施設・機械については承認年月日）を経過するまでは保存管理すること。 


